
府省庁名： 厚生労働省

（単位 ： 百万円、(　)の数字は内数）

施策テーマ名 事　業　名
施策・事業の概

要
20年度
要求額

19年度
予算額

備 考

ボランティア指導
者育成事業

　エイズに関する
ＮＧＯが、エイズ
患者・ＨＩＶ感染
者に対する援助
や一般国民に対
するエイズにつ
いての正しい知
識の普及啓発を
推進するボラン
ティア指導者を
育成する。

3 2

エイズ患者等に
対する社会的支
援事業

　エイズに関して
全国的に活動を
行っているボラ
ンティア団体（２
団体を予定）が、
エイズ患者等の
求めに応じ、き
め細やかな世話
や援助を行う。

6 6

エイズ対策



女性のがん検診
に関する普及啓
発推進事業

　「乳がん検診」
及び「子宮がん
検診」について、
受診率の向上及
び死亡率減尐効
果のある検診を
推進するため、
適齢層への啓発
活動を展開する
とともに、受診率
向上のための啓
発事業等を行
う。

100 98

マンモグラフィ検
診従事者研修事
業

　マンモグラフィ
検診に従事する
医師等を緊急に
確保すべく読影・
撮影に関する一
定程度の知識・
経験を修得させ
るため、平成１
７・１８年度と研
修を実施してい
るところである
が、これら研修
を受けた者も含
め、更にレベル
アップした十分な
知識・経験を修
得させるための
上級研修を実施
し、より精度の高
いマンモグラフィ
検診を推進す
る。

157 157

女性のがん対策
に必要な経費



健康増進対策に
必要な経費

骨粗鬆症啓発普
及等事業費

　「骨粗鬆症」に
ついて、健診の
受診等を推奨す
るための普及啓
発事業を展開
し、住民の健康
増進に資する。

24 24

若年者の職場定
着の促進

働く若者ネット相
談事業

  中小企業等に
おける若年労働
者の職場定着促
進のため、イン
ターネット等を通
じて、働くことに
関わる幅広い相
談に身近に応ず
る体制を整備す
る。

152 155

若年者のための
ワンストップサー
ビスセンター（通
称ジョブカフェ）
におけるきめ細
かな就職支援

若年者地域連携
事業

　都道府県の主
体的な取組によ
り設置される若
年者のためのワ
ンストップサービ
スセンターに対し
て、企業説明会
や各種セミナー
の実施等の事業
を委託し、地域
の実情に応じた
様々な就職支援
を展開する。

2,061 2397



日雇労働者雇用
対策諸費

日雇労働者等技
能講習事業

　日雇労働者に
対する技能・資
格の習得及び
ホームレスに対
する技能・資格
の再取得、再教
育等を目的とし
た技能講習事業
を実施し、これら
の者に対して就
労機会の確保を
図る。

537 646

障害者雇用対策
費

障害者就業・生
活支援センター
事業

　雇用、保健福
祉、教育等の関
連機関との連携
の下、障害者に
対し就業面及び
生活面での一体
的な相談・支援
を行う。

2,812 1,242



総合的地域雇用
開発促進事業費

地方就職等支援
事業

　近年の都市生
活者の地方生活
への関心の高ま
りに対応し、ま
た、地方におけ
る人材不足の解
消を図るため、こ
れまでの地方就
職支援センター
に代わり、東京
都、愛知県、大
阪府の主要ハ
ローワークに地
方就職等支援
コーナー(仮称）
を設置し、当該
コーナーによる
地方就職希望者
に対する情報提
供や職業紹介を
行うとともに、合
同就職面接会の
開催等により、
人材の地方への
移動を支援す
る。

110 ￣

・平成20年度新
規事業
・20年度要求額
のうち、その一
部をＮＰＯ中間
支援組織に対
し、事業委託す
る。但し20年度
要求予算額中Ｎ
ＰＯ関連予算額
は10百万円。

若者自立塾創出
推進事業

　様々な要因に
より、働く自信を
なくした若者に
対して、合宿形
式による集団生
活の中での労働
体験等を通じ
て、働くことにつ
いての自信と意
欲を付与するこ
とにより、就労等
へと導く。

596 1,007

平成20年度要求
額のうち、その
一部をＮＰＯに対
し、事業委託す
る。

フリーター・ニー
トをはじめとする
若者の自立支援



地域における若
者自立支援ネッ
トワーク整備モ
デル事業

　ニートの状態
にある者等の若
者の自立を支援
するため、地方
自治体との協働
により「地域若者
サポートステー
ション」を設置
し、若者の置か
れた状態に応じ
た専門的な相談
や、地域による
若者支援機関
ネットワークの中
核として各支援
機関への適切な
誘導を実施す
る。

1,818 963

平成20年度要求
額のうち、その
一部をＮＰＯに対
し、事業委託す
る。

多様な民間教育
訓練機関の委託
訓練の実施

あらゆる民間機
関を活用した高
度・多様な職業
訓練機会の拡大

　国及び都道府
県が行う公共職
業訓練（求職者
に対する訓練）
について、公共
職業能力開発施
設で行うほか、
多様な人材ニー
ズに機動的に対
応するため、専
修学校やNPOな
どの民間教育訓
練機関等への委
託訓練を実施す
る。

13,137 13,448

平成20年度要求
額のうち、その
一部をＮＰＯに対
し、事業委託す
る。

フリーター・ニー
トをはじめとする
若者の自立支援



地域子育て支援
拠点事業

　子育て親子の
交流の促進や子
育て等に関する
相談の実施等を
行う子育て支援
拠点（ひろば型、
センター型、児
童館型）を身近
な場所に設置す
ることにより、地
域の実情に応じ
た子育て支援の
推進を図る。

11,073 8,441

すべての家庭を
対象とした地域
子育て支援対策
の充実

育児支援家庭訪
問事業
（次世代育成支
援対策交付金の
内数）

　出産後間もな
い時期や養育が
困難な家庭に対
して、育児・家事
の援助や技術指
導等を訪問によ
り実施することに
より、個々の家
庭の抱える養育
上の諸問題の解
決、軽減を図る。

(40,000) (36,500)



児童ふれあい交
流促進事業

　児童館等を活
用し小学校高学
年、中・高校生
等が乳幼児とふ
れあう事業を実
施、推進すること
により、将来の
子育て予備体験
として育児不安
や虐待の予防を
目的とする。

173 181

子育てＮＰＯ等
に対する支援の
実施

　地域における
多様な子育て支
援活動の展開を
支援するため、
（財）こども未来
財団において、
子育てサークル
リーダーや子育
てＮＰＯ指導者
等の育成と資質
の向上を図るた
めの研修等を都
道府県単位で実
施するとともに、
子育て支援に係
るＮＰＯ等の民
間団体が、地域
と一体となって
実施する子育て
に関する各種事
業を募集・選定
し、こうした取組
への支援を実施
する。

112 81



社会福祉事業育
成に必要な経費

全国ボランティア
活動振興セン
ター運営事業

　全国ボランティ
ア活動振興セン
ター（全国社会
福祉協議会内）
において、ボラン
ティア活動推進
国民会議の開催
や全国ボラン
ティアフェスティ
バルの開催、広
報・啓発活動事
業、市区町村の
ボランティアセン
ター等に対する
情報提供事業を
実施する。

38 38

地域社会におけ
るセーフティネッ
ト機能の整備な
ど等に必要な経
費

地域福祉等推進
特別支援事業
（セーフティネット
支援対策等事業
費補助金の内
数）

「既存の制度の
みでは充足でき
ない問題」や「制
度の狭間にある
問題」など地域
社会における今
日的課題の解決
を目指す先駆
的・試行的取組
に対する支援を
都道府県・指定
都市・市区町村
等に対して実施
する。

(20,000) (18,000)



介護保険給付に
必要な経費

地域支援事業交
付金

　要支援・要介
護状態になる前
から介護予防
サービスを提供
し、効果的な介
護予防システム
を確立するととも
に、地域の総合
相談、権利擁護
事業等を行う地
域支援事業に対
し交付金を交付
する。

76,942 57,348

社会福祉施設等
施設整備に必要
な経費

地域介護・福祉
空間整備等交付
金

  市町村が策定
する、市町村内
の日常生活圏域
で利用される地
域密着型サービ
ス拠点の面的整
備計画に対し交
付金を交付す
る。また、地域に
おける効率的な
介護サービス基
盤の面的整備を
進める観点か
ら、先進的な取
組みに対し交付
金を交付する。

49,000 42,095



介護保険の推進
に必要な経費

地域介護・福祉
空間推進交付金

　地域における
介護サービス基
盤の実効的な整
備を図るため、
地域密着型サー
ビス等の導入に
必要不可欠な設
備やシステムに
要する経費など
に対し交付金を
交付する。

3,300 3,300


